
 

（経済センサス-活動調査及び個人企業経済調査） 

審 査 メ モ 

 
１ 経済センサス‐活動調査の変更について 

 令和３年に実施する経済センサス-活動調査（以下「本調査」という。）について、調

査計画における「調査対象の範囲」、「報告を求めるために用いる方法（以下「調査方法」

という。）」、「報告を求める事項（以下「調査事項」という。）」等を、以下のとおり変更

することを計画している。 

 

（１） 調査対象の範囲の変更（国及び地方公共団体の事業所を調査対象に追加） 

（２） 調査方法の変更（調査対象区分ごとの調査方法の見直し） 

（３） 調査事項の変更（調査票の構成の見直し、サービス分野の品目への生産物分類

の適用等） 

（４） 集計事項の変更（集計事項の追加等） 

（５） 立入検査等に関する規定の追加 

 

また、本調査と同時期に実施する個人企業経済調査についても、調査計画における「調

査事項」等を変更することを計画している。 

 

（１）調査対象の範囲の変更 

・ 国及び地方公共団体の事業所を調査対象とした乙調査を新設 

（審査状況） 

ア 公的統計の整備に関する基本的な計画（平成30年３月６日閣議決定。以下「第Ⅲ

期基本計画」という。）において、国及び地方公共団体の事業所の母集団情報の整備

等を行うことが求められている。 

 

イ これまで、本調査では農林漁家を除く全ての民営事業所を調査対象としていたが、

本件申請では、表１のとおり、国及び地方公共団体の事業所を調査対象とした乙調

査を新設することを計画している。 
 
 
 
 
 
 

資料２ 
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表１ 調査対象の範囲の見直し 

項目 現行計画 変更案 

調査対象の範囲 農林漁家等を除く全ての民営事業所 【甲調査】 

農林漁家等を除く全ての民営事業所 

【乙調査】 

国及び地方公共団体の事業所 

ウ これについては、第Ⅲ期基本計画で示された方向性を踏まえたものであり、基本

的には適当と考えるが、国及び地方公共団体の事業所に関する母集団情報の整備・

充実等に資する内容となっているか確認する必要がある。 

（論点） 

ａ 乙調査はどのような手順、方法で全ての対象の調査を実施するのか。

ｂ 乙調査で設定された調査事項は、どのような考え方に基づいて設定したか。母

集団情報の整備、充実を図るために十分なものとなっているか。 

ｃ 乙調査において、甲調査と同様に経理項目等の調査事項を設定する必要はない

か。 

ｄ 経済センサス-基礎調査においても国及び地方公共団体の事務所を調査対象と

しているが、本調査と経済センサス－基礎調査との役割分担はどのようになって

いるか。 
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（２） 調査方法の変更 

・ 甲調査の調査票の配布、回収方法（調査員調査、直轄調査）の区分の見直し 

 （審査状況） 

ア 本調査は、これまで、調査対象を①経営組織（個人経営、法人又はその他団体）の

別、②単独事業所企業か複数事業所企業（支所等を有する企業）かといった観点で

区分し、それぞれ、①調査員調査（調査員が事業所ごとに調査票を配布・回収（オン

ラインによる回答も可能）する方式）、②直轄調査（調査員を介さずに行政機関から

調査対象へ、直接、郵送又はオンラインにより調査票を配布・回収する方式）（注１）の

いずれかの調査方法を採用している。 

（注１）複数事業所企業については、本所事業所に傘下支所事業所の調査票をまとめて配布・回収す

る方式（本社一括調査）を採用。 

 

イ 本件申請では、表２のとおり、前回調査において直轄調査で実施していた、個人

経営企業の複数事業所について調査員調査に移行するとともに、経済構造実態調査

（甲調査）の調査対象企業となっている資本金１億円未満の単独事業所企業等につ

いて調査員調査から直轄調査に移行する等、調査方法ごとの調査対象を見直すこと

を計画している。 

 

表２ 調査対象区分ごとの調査方法の新旧対照表 

調査対象区分 
調査方法 

平成28年調査 令和３年調査 

個人経営企

業 
複数事業所 直轄調査 調査員調査(注２) 

単独事業所 調査員調査 調査員調査(注２) 

会社、会社

以外の法人 
複数事業所企業 直轄調査 直轄調査 

単独事業所

企業 

資本金１億円以上の単独事業所、純粋持

株会社、不動産投資法人 

直轄調査 直轄調査 

上記以外 鉱業、採石業、砂利採取業 調査員調査 直轄調査 

上記以外 経済構造実態調査

（甲調査）対象 

調査員調査 直轄調査 

従業者300人以上 調査員調査 直轄調査 

その他 調査員調査 調査員調査 

外国の会社の事業所 調査員調査 直轄調査 

法人でない団体 調査員調査 調査員調査 

（注２）個人企業経済調査の調査対象企業については、直轄調査で実施。 

 

ウ また、第Ⅲ期基本計画において『「プロファイリング活動（政府統計に関するオン

ライン回答サポート）」で得られた情報を活用する』ことが求められていることを踏

まえ、本件申請では、プロファイリング活動の対象企業については統計センターが
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調査票の郵送・配布等を実施することを計画している。 

 

エ これらについては、調査をより効率的に実施するものであり、おおむね適当と考

えるが、直轄調査と調査員調査について、どのような考え方に基づいて区分したの

か確認するとともに、今回の変更で、統計調査員等の負担軽減がどの程度見込まれ

るか等についても、合わせて確認する必要がある。 

 

オ また、本調査の中間年に実施している経済構造実態調査の結果はＳＮＡ第二次年

次推計に利用されているが、本調査実施年では経済構造実態調査が行われないため、

その代わりとして本調査結果が利用されることになる。このため、経済構造実態調

査（甲調査）の対象企業の一部に対する調査方法が変更されることにより、ＳＮＡ

第二次年次推計への利用に影響が生じないように配慮されているか確認する必要が

ある。 

 

（論点） 

ａ 直轄調査と調査員調査の区分けは、どのような考え方に基づいて整理している

か。直轄調査と調査員調査の配分バランスを実施者としてどのように評価してい

るか。 

ｂ 今回、調査対象区分ごとに調査方法を見直すに至った背景事情や、期待される

効果は何か。また、どの程度の対象が、直轄調査又は調査員調査の対象に変更とな

り、地方公共団体や調査員の事務負担の軽減はどの程度見込まれるか。 

ｃ 個人経営企業の複数事業所を直轄調査から調査員調査に移行する理由は何か。 

ｄ 今回の見直しを行うに当たって、地方公共団体からどのような意見や要望があ

ったのか。 

e 調査員調査から直轄調査へ移行すること以外に、地方公共団体や統計調査員の負

担を軽減する実務的な改善策等は何か。 

f 本調査において、プロファイリング活動をどのように活用するのか。 

g 経済構造実態調査（甲調査）対象企業のＳＮＡ第二次年次推計へのデータ提供は

いつを想定しているのか。内閣府との相談状況はどうか。 
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（３） 調査事項の変更

甲調査においては、調査対象となる事業所・企業の経営組織や産業分類に応じて、

調査事項及び調査票様式を定めている。 

本件申請では、別添１のとおり、調査の効率的な実施の観点から、調査票構成を見

直すことを計画している（変更後の調査票の種類は、表３を参照）。 

表３ 調査票の種類の新旧対照表 

平成28年調査 令和３年調査 

個人経営企業、新設事業所、単独事業所等を対象

とした調査票 
11種類 12種類 

複数事業所企業を対象とした調査票 12種類 ８種類 

① 調査票の構成の見直し

ア 個人経営企業について

・ 個人経営企業については、「調査票（産業共通）」にて調査を実施

（審査状況） 

（ア）本調査の調査対象のうち、個人経営企業については、表４－１のとおり、

調査票の構成を見直すことを計画している。 

表４－１ 個人経営企業の調査票構成の変更内容 

No 主な変更内容 

① 前回、個人経営企業については、新設事業所とは別の調査票を用いて調査したが、今回は

「調査票（産業共通）」で調査を実施 

（イ）これらについては、調査の効率的な実施の観点から、おおむね適当と考える

が、今回の変更の必要性や調査結果の利活用への影響等について確認する必

要がある。 

（論点） 

・ 前回調査の調査票（個人経営調査票）と、今回調査の調査票（調査票（産

業共通））の違いは何か。今回、変更する理由は何か。 
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イ 法人単独事業所企業について

・ サービス関連産業を対象とした調査票の構成を再編

  （審査状況） 

（ア）本調査の調査対象のうち、法人単独事業所企業を対象としたサービス関連産

業調査票の構成を見直すことを計画している。 

（イ）これらについては、調査の効率的な実施の観点から、おおむね適当と考える

が、今回の変更の必要性や調査結果の利活用への影響等について確認する必要

がある。 

（論点） 

ａ サービス関連産業を対象とした調査票の再編は、どのような考え方に基づいて

行ったのか。 

ｂ サービス業のうち、飲食サービス業と医療・福祉について独立した調査票を用

いる理由は何か。 

ウ 法人複数事業所企業について

・ 企業調査票について「サービス業（政治団体、宗教）」を除く全産業の調査票を

統合 

・ 事業所調査票について「農業、林業、漁業」「鉱業、採石業、砂利採取業」「製造

業」「卸売業・小売業」及び「サービス業（政治団体、宗教）」を除く全産業の調査

票を統合 

  （審査状況） 

（ア）本調査の調査対象のうち、法人複数事業所企業については、表４－２のとおり、

調査票の構成を見直すことを計画している。 

表４－２ 複数事業所企業の調査票構成の変更内容 

No 主な変更内容 

① 企業調査票について、政治団体、宗教を対象とした団体調査票を除いた全ての調査票を

統合 

② 事業所調査票について、サービス関連産業調査票の構成を再編 

（イ）これらについては、調査の効率的な実施の観点から、おおむね適当と考える

が、今回の変更の必要性や調査結果の利活用への影響等について確認する必

要がある。 
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（論点） 

ａ 企業調査票と事業所調査票を用いてどのように企業、事業所の活動の実態を把

握するのか。 

ｂ なぜ調査票を統合するのか。調査票を統合することにより、把握する内容に違

いはあるのか。 

ｃ 昨今の産業界の制度改正に、電力・ガスの小売全面自由化があるが、これに伴う

企業の分社化等が行われた結果、電気・ガスの小売供給のみを行う企業もあるが、

これらの企業について、活動調査としてどのような対応を考えているのか。 

 

② 調査事項の見直し 

   ア 個人経営企業に対する調査事項の簡素化 

・ 経理事項は、原則、確定申告書から転記可能なものに限定するとともに、企業単

位で把握 

（審査状況） 

（ア）本調査の調査対象のうち、個人経営企業に対する調査事項のうち、経理事項に

ついては、これまで事業別の売上（収入）金額等を把握していた。 

 

（イ）一方、本件申請では、経理事項は、原則、企業単位である確定申告書から転記可

能なものに限定するよう見直すことを計画している。 

 

（ウ）これについては、個人経営企業には、比較的規模の小さい企業、事業所が多いこ

とを踏まえ、報告者の負担を軽減しつつ、必要最低限の事項を把握しようとする

ものであり、おおむね適当であるが、利活用への影響について、確認する必要が

ある。 

 

（論点） 

ａ 経理事項について事業別売上金額や事業所単位での売上高の把握を廃止するこ

とで、ＳＮＡや産業連関表などにおいて、調査結果の利活用に影響はないか。 

ｂ 事業所ごとに経理事項を把握しないことにより、地域別表章への影響はどうか。

また、他の利活用面への影響はないか。 
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イ サービス分野の収入の内訳の把握 

・ サービス分野の収入の内訳に生産物分類を適用するとともに、副業の生産構造

を把握 

（審査状況） 

（ア）ＧＤＰ統計を軸にした経済統計の改善については、統計改革推進会議最終取り

まとめ（平成29年５月）においては、表５のとおり、取りまとめられている。 

 

表５ 統計改革推進会議最終取りまとめの内容 

（生産物分類の整備及び副業の生産構造の把握に関する部分を抜粋） 

２．ＧＤＰ統計を軸にした経済統計の改善 

（３）生産面を中心に見直したＧＤＰ統計への整備 

    ② ＳＵＴ体系に移行するための基盤整備 

   ・ 総務省は、来年度までに、サービス分野について用途の類似性による基準を指

向した生産物分類を整備する。（略） 

   ・ 2020年を対象年次とする調査において、総務省及び経済産業省は、副業の生産

構造を正確に把握するよう経済センサスの改善を図る（略） 

 

（イ）本件申請では、上記取りまとめを踏まえ、調査票のうち、「12 政治団体、宗教」

を除いた全ての単独事業所企業対象の調査票（「02 農業、林業、漁業」～「11 サ

ービス関連産業Ｃ」）及び「13 企業調査票」のサービス収入の内訳について、これ

までの日本標準産業分類を基にした調査事項から、生産物分類を基にした調査事

項に見直すことを計画している。 

 

（ウ）また、本件申請では、副業の生産構造を把握するため調査事項を追加（例えば、

調査票（飲食サービス業）において、サービス収入の内訳として、「結婚式サービ

ス」や「住宅賃貸サービス」といった副業に係る調査事項を追加。詳細は、別添２

を参照）すること等を計画している。 

 

（エ）これらについては、上記取りまとめを踏まえたものであり、おおむね適当と考

えるが、調査事項の設定の見直しによる回答への影響や副業の把握が十分に行え

るかについて確認する必要がある。 

 

（論点） 

ａ 本調査のサービス分野の収入項目と生産物分類の把握との関係はどのようにな

っているか。 

ｂ 報告義務者には、サービス分野の収入品目を回答してもらうために、どのよう

な資料を配付するのか。調査票別に、関連性のある部分に限定した生産物分類の

リストを配布するのか。 
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ｃ 試験調査において、サービス分野の収入品目の記入状況はどのようになってい

るか。 

ｄ 今回の調査結果において、副業に関するどのような情報が把握可能となるのか。 

ｅ 複数事業所企業については、企業票に限定して生産物分類を把握することとし

ているが、企業単位の副業の把握では、地域別表章ができないため、調査結果の利

活用等において問題とはならないか。 

ｆ 本調査で把握した生産物分類ベースの収入品目が、ＳＵＴを作成する上で、ど

のように活用されることになるのか。 

 

ウ 商品売上原価の把握 

・ 「卸売業、小売業」主業企業及び「卸売、小売業」副業企業の商品売上原価を調

査事項として追加 

（審査状況） 

（ア）本件申請では、商業マージンを把握するため、表６のとおり、「卸売業、小売業」

主業企業において前回調査で把握していた年間商品仕入額から、商品販売に対す

る商品売上原価に変更するとともに、「卸売、小売業」副業企業（複数事業所企業）

でも商品売上原価を調査事項として追加することを計画している。 

 

   表６ 「卸売業、小売業」の調査事項の新旧対照表 

 平成28年調査 令和３年調査 

「卸売業、小売業」主業企業 年間商品仕入額 

年初商品手持額 

年末商品手持額 

商品売上原価 

年初商品手持額 

年末商品手持額 

「卸売業、小売業」副業企業

（複数事業所企業） 

 商品売上原価 

 

（イ）これについては、国民経済計算の作成において、商業マージンの把握が重要で

あることから、おおむね適当と考えるが、今回の見直しの必要性について確認する

必要がある。 

 

（論点） 

ａ 今回調査において、商品売上原価を把握することとなった理由は何か。 

ｂ 主業企業と同様、副業企業においても年初商品手持額及び年末商品手持額につ

いて把握する必要はないか。 
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エ 費用項目の簡素化 

・ 減価償却費、外注費及び支払利息等の費用項目を廃止 

（審査状況） 

（ア）本件申請では、表７のとおり、調査事項である費用総額及び費用項目のうち、減

価償却費、外注費及び支払利息等の費用項目を廃止することを計画している。 

 

表７ 費用総額及び費用項目の新旧対照表 

平成28年調査 令和３年調査 

費用総額（売上原価＋販売費及び一般管理費） 費用総額（売上原価＋販売費及び一般管理費） 

 うち売上原価  うち売上原価 

 給与総額  給与総額 

 福祉厚生費 福祉厚生費 

 動産・不動産賃借料  動産・不動産賃借料 

 租税公課  租税公課 

 減価償却費  廃止 

外注費  廃止 

 支払利息等  廃止 

  

（イ）これらについては、報告者負担の軽減の観点から、おおむね適当と考えるが、調

査結果の利活用に支障が生じないか、確認する必要がある。 

 

（論点） 

ａ 費用項目における一部の調査事項を廃止する理由は何か。また、調査事項の一

部廃止により、付加価値額を算出する際に支障が生じることはないか。 

ｂ 今回、廃止する費用項目について、a以外の利活用上の支障は生じることはない

か。 

 

オ 労働者区分の変更 

・ 労働者区分における常用雇用者の区分の見直し 

（審査状況） 

（ア）本件申請では、従業者を把握する調査事項である労働者区分について、表８の

とおり、常用雇用者の区分を見直すことを計画している。 
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表８ 労働者区分の変更案 

平成28年調査 令和３年調査 

個人業主 個人業主 

個人業主の家族で無給のもの 個人業主の家族で無給のもの 

有給役員 有給役員 

常用雇用者（正社員、正職員） 無期雇用者 

常用雇用者（正社員、正職員以外） 有期雇用者（１か月以上） 

臨時雇用者 臨時雇用者 

  

（イ）これらについては、「統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン」

（平成27年５月19日各府省統計主管課長等会議申合せ）を踏まえたものであり、基

本的に適当と考えるが、調査事項の変更により、実査に影響が生じないか等を確認

する必要がある。 

 

（論点） 

ａ 今回の労働者区分の見直しによって、報告者が回答に当たって混乱することは

ないか。試験調査において当該項目の変更について照会等はあったか。 

ｂ 報告者の回答がより容易となるよう、どのような措置を検討しているか。 

ｃ 今回の労働者区分の見直しによって、どの程度の影響を見込んでいるか。 
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カ その他の主な調査事項の見直し 

・ その他の主な調査事項の見直しは、下記のとおり（各調査票に振られた番号は、

審査メモの別添１と対応）。 

 

No 調査事項 変更内容 備考（変更理由等） 

①  法人番号 

【調査票（01 産業共通）】 

【単独事業所企業調査票（02～12 全産業）】 

【複数事業所企業調査票（13～20 全産業）】 

追加 第Ⅲ期基本計画での指摘を踏まえ

て追加するもの。 

②  物品賃貸業のレンタル年間売上高及びリース

年間契約高 

【単独事業所企業調査票（06 建設業、不動産

業、物品賃貸業）】 

【複数事業所企業調査票（13 企業票）】 

 

見直し リース契約高をファイナンスリー

スとオペレーティングリースに分

割するとともに、リース・レンタル

物件も一部見直しするもの。 

③  ８時間換算雇用者数 

【単独事業所企業調査票（05 卸売業、小売

業、07飲食サービス）】 

【複数事業所企業調査票（18 卸売業、小売

業、19建設業、サービス業）】 

廃止 報告者負担の軽減の観点から廃止

するもの。 

④  事業所に従事している人のうち個人業主等を

除いた人の毎月末現在数（１月～12月まで）

の合計 

【単独事業所企業調査票（04 製造業）】 

【複数事業所企業調査票（17 製造業）】 

廃止 工業統計調査の見直しに合わせて、

報告者負担の軽減の観点から、廃止

するもの。 

⑤  電子商取引の有無及び割合 

【調査票（01 産業共通）】 

【単独事業所企業調査票（02～12 全産業）】 

【複数事業所企業調査票（13～20 全産業）】 

廃止 報告者負担の軽減の観点から、廃止

するもの。 

⑥  チェーン組織への加盟 

【単独事業所企業調査票（05 卸売業、小売

業）】 

【複数事業所企業調査票（18 卸売業、小売

業）】 

廃止 報告者負担の軽減の観点から、廃止

するもの。 

⑦  宿泊業の収容人数、客室数 

【単独事業所企業調査票（10 サービス関連産

業Ｂ）】 

【複数事業所企業調査票（19 建設業、サービ

ス業）】 

廃止 報告者負担の軽減の観点から、廃止

するもの。 

⑧  鉱業活動に係る費用 

【単独事業所企業調査票（03 鉱業、採石業、

砂利採取業】 

【複数事業所企業調査票（16 鉱業、採石業、

廃止 共通事項で費用総額は把握している

ため、費用の内訳に当たる当該事項

については、報告者負担の軽減の観

点から、廃止するもの。 
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砂利採取業）】 

⑨  酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税

の合計額 

【単独事業所企業調査票（04 製造業）】 

【複数事業所企業調査票（17 製造業）】 

廃止 工業統計調査の見直しに合わせて、

報告者負担の軽減の観点から、廃止

するもの。 

⑩  リース契約による契約額及び支払額 

【単独事業所企業調査票（04 製造業）】 

【複数事業所企業調査票（17 製造業）】 

廃止 工業統計調査の見直しに合わせて、

報告者負担の軽減の観点から、廃止

するもの。 

 

（審査状況） 

（ア）本件申請では、上記のとおり、法人番号の追加、物品賃貸業のレンタル年間売上

高及びリース年間契約高の見直しや調査事項の廃止等の変更を計画している。 

 

（イ）これらについては、報告者負担の軽減の観点等から、おおむね適当と考えるが、

調査事項の廃止により、調査結果の利活用に支障が生じることがないか確認する必

要がある。 

 

（論点） 

・ 今回、廃止する調査事項について、利活用面等から、どのような検討を行ったの

か。 
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（４）集計事項の追加 

・ 生産物分類別売上（収入）金額結果の集計表の追加 

・ 乙調査の新設により、産業横断的集計において、国及び地方公共団体の事業所

を追加した集計表を作成 

・ これまで商業統計調査において作成していた立地環境特性別の集計表について、

卸売業・小売業に飲食サービス業、生活関連サービス業といった個人向けサービ

ス業を追加して、作成 

（審査状況） 

ア 本件申請では、集計事項について、基本的に前回調査を継承するものの、表９の

とおり、見直しを行うことを計画している。 

 

表９ 主な集計事項の変更内容 

No 主な変更内容 変更理由 

①  
集計区分「法人数・サービス収入の内訳」の

を追加。 

調査事項であるサービス収入の内訳に生産物

分類を適用すること伴い、新たに設定するも

の。 

②  

産業横断的集計（事業所数、従業者数）にお

いて、国及び地方公共団体の事業所を加えた

結果表を追加。 

国及び地方公共団体を新たに調査対象に追加

したことに伴い、新たに作成するもの(注３)。 

 

③  

旧商業統計調査で公表していた立地環境特性

編(注４)について、従来対象産業としていた小売

業に加え、飲食サービス業、生活関連サービ

ス業の個人向けサービス業を集計対象に追加

の上、継承。 

商業統計調査は平成26年調査を最後に中止し

たが、その後も、「立地環境特性編」に対する

地方公共団体等のニーズは高かったため、本

調査で集計・公表を行うこととしたもの。 

（注３）民営事業所と国及び地方公共団体を合わせた売上（収入）金額については、行政記録（地方公営企業年鑑等）

を活用して、前回までの調査と同様、別途参考表を作成する予定。 

（注４）商業統計調査における小売事業所の立地背景別にみた商業活動の実態把握を目的とした昭和57年調査から作

成。「中心市街地活性化基本計画」の作成及びその評価のための基礎資料等、地方公共団体において利用。 

 

イ これらについては、利用者の利便性の向上に資するものであり、おおむね適当と

考えるが、変更の必要性や情報提供の方法等について確認する必要がある。 

 

（論点） 

ａ 今回調査から、調査事項のうち、サービス分野の収入項目について生産物分類

を適用することを計画しているが、これまでの調査結果との違いを統計利用者に

わかりやすく周知するための措置について確認する。 

ｂ 立地環境特性編について、飲食サービス業、生活関連サービス業の個人向けサ

ービス業を集計対象に追加する理由は何か。 
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（５）立入検査等に関する規定を追加 

・ 調査計画に、立入検査等に関して記載 

 （審査状況） 

ア 第Ⅲ期基本計画では、表10のとおり、本調査において、調査の実施時期までに、立

入検査等を積極的に行っていくための実務的な方策について検討することが指摘さ

れている。 

 

  表 10 第Ⅲ期基本計画における指摘事項（立入検査等に関する部分を抜粋） 

項 目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 

１ 統計の利活用促進・

環境改善 

(４)  報告者理解の増

進・公平感の確保 

○ 経済産業省の協力を得て、経済セ

ンサス‐活動調査を念頭にしつつ、

統計法以外の法令に基づき実施され

ている立入検査等の事例も参考と

し、統計法第15 条に基づく立入検

査等を積極的に行っていくべき統計

調査や、対象となる客体、必要な検

査手順等の更なる具体化について、

結論を得る。これを踏まえ、平成33 

年（2021年）経済センサス‐活動調

査において、立入検査等を積極的に

行っていくための実務的な方策につ

いて検討し、結論を得る。 

総務省、経

済産業省 

平成33 年 

(2021 年)経済セ

ンサス‐ 活動調

査の企画時期 

までに結論を得

る。 

また、実務的な

方策について、

同調査の実施時

期までに結論を

得る。 

○ 他の基幹統計調査における立入検

査等の積極的な実施を促すため、平

成33 年（2021 年）経済センサス‐

活動調査における立入検査等の実施

状況を踏まえ、立入検査等の問題点

の把握や事例の分析等を行い、これ

を関係府省で共有するなどの取組を

行う。 

総務省 平成34 年(2022 

年度)末までに実 

施する。 

 

イ 本件申請では、新たに調査計画に「立入検査等の対象とすることができる事項」

を記載することを計画している。 

 

ウ これについては、第Ⅲ期基本計画で示された方向性を踏まえた変更であり、適当

と考える。 
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２ 経済センサス-活動調査及び個人企業経済調査の同時実施について 

・ 個人企業経済調査の調査対象となっている個人経営企業については、個人企業

経済調査を本調査と同時に実施し、本調査の調査事項を個人企業経済調査の調査

票に入れ込み調査を実施。 

 （審査状況） 

ア 本調査及び個人企業経済調査については、表11のとおり、両調査とも個人経営企

業を調査対象としており、重複が生じることから、本調査の調査実施年に限り、個

人企業経済調査の調査票に本調査の調査事項も入れ込んで調査を実施することを計

画している。 

 

表11 本調査(注５)及び個人企業経済調査の調査対象等 

 調査対象 報告者数 選定方法 調査方法 実施期間 調査周期 

経済センサス－活動調査 個人経営企業 約200万事業所 全数 調査員(注６) ５月～７月 ５年 

個人企業経済調査 個人経営企業 約37,000事業所 無作為抽出 郵送・オンライン ５月～６月 毎年 

（注５）本調査は個人経営事業所を含む全事業所を調査対象としているが、この表上では個人経営企業に限定した内容

を記載。 

（注６）オンラインによる回答も可能。 

 

  イ これらについては、両調査の重複是正及び報告者の負担軽減の観点から、おおむね

適当と考えるが、今回の変更により両調査が円滑に実施される計画となっているか等

について確認する必要がある。 

 

（論点） 

ａ 同時実施調査票の内容はどのようになっているか。本調査の調査事項が把握さ

れるようになっているか。 

ｂ 個人企業経済調査は調査方法、実施期間が本調査と異なるが、実査や、集計作業

において、どのように調整するのか。 

ｃ 本調査と個人企業経済調査で今回の調査結果をどのように集計・公表するのか。 
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３ 統計委員会諮問第 86 号の答申（平成 28 年２月 16 日付け府統委第 35 号）における

「今後の課題」への対応状況について 

 

 本調査については、統計委員会の諮問第86号の答申において、以下の検討課題が指摘

されている。 

 

 

（審査状況） 

  上記の課題については、「１ 今回申請された変更について」に係る審議の中で確認す

ることとしたい。 

 

 

以上 

 常用雇用者の内訳区分については、政府統計の統一的な指針として作成された「統計

調査における労働者の区分等に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、今後の同ガイド

ラインの更なる検討状況も勘案しつつ、検討していく必要がある。 
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甲調査における調査票構成の新旧対照表
産業

平成28年調査 令和３年調査

個人経営企業 単独事業所企業 複数事業所企業 個人経営企業 単独事業所企業 複数事業所企業
企業 事業所 企業 事業所

Ａ 農業、林業
02 農業、林業、漁業

12 企業調査票

15 農業、林業、漁業 02 農業、林業、漁業

13 企業調査票

15 農業、林業、漁業
Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業、採石業、砂利
採取業

01 個人経営調査票

03 鉱業、採石業、砂利採
取業

16 鉱業、採石業、砂利採
取業

01 産業共通調査票

03 鉱業、採石業、砂利採
取業

16 鉱業、採石業、砂利採
取業

Ｅ 製造業 04 製造業 17 製造業 04 製造業 17 製造業

Ｉ 卸売業、小売業 05 卸売業・小売業 18 卸売業・小売業 05 卸売業、小売業 18 卸売業、小売業

Ｄ 建設業 07 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

13 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

20 建設業、サービス関連産
業A、学校教育 06 建設業、不動産業、物

品賃貸業

19 建設業、サービス業

Ｋ 不動産業、物品賃貸
業

09 サービス関連産業B
12 企業調査票

22 サービス関連産業B
M2 飲食サービス業 07 飲食サービス業

Ｐ 医療、福祉 06 医療、福祉 19 医療、福祉 08 医療、福祉

F 電気・ガス・熱供給・
水道業

07 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

13 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

20 建設業、サービス関連産
業A、学校教育 09 サービス関連産業A

Ｈ 運輸業、郵便業

Ｊ 金融業、保険業

Ｑ１ 複合サービス事業
（郵便局）

Ｍ1 宿泊業
09 サービス関連産業B 12 企業調査票 22 サービス関連産業B

10 サービス関連産業B

Ｎ 生活関連サービス業、
娯楽業

Ｏ１ 教育、学習支援業
（学校教育）

07 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

13 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

20 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

Ｏ２
教育、学習支援業
（その他の教育、学
習支援業）

09 サービス関連産業B 12 企業調査票 22 サービス関連産業B

Ｇ１ 情報通信業（ネット
業種）

07 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

13 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

20 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

11 サービス関連産業C

Ｇ２ 情報通信業（非ネッ
ト業種）

09 サービス関連産業B

12 企業調査票

22 サービス関連産業B

Ｌ 学術研究、専門・技
術サービス業

20 建設業、サービス関連産
業A、学校教育

Ｑ２ 複合サービス事業
（協同組合） 08 協同組合 21 協同組合

Ｒ3
サービス業（政治・経
済・文化団体、宗教
を除く）

09 サービス関連産業B 22 サービス関連産業B

Ｒ２ サービス業（経済・文
化団体）

10 政治・経済・文化団体、宗教 14 団体調査票 23 政治団体、宗教
Ｒ１ サービス業（政治団

体、宗教） 12 政治団体、宗教 14 団体調査票 20 政治団体、宗教

新設用 産業共通、本・支共
通 11 産業共通調査票 01 産業共通調査票

別添１
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◎：当該調査票産業の調査品目 △：当該調査票産業と異なる産業の調査品目

農業、林業、
漁業

鉱業、採石
業、砂利採取

業
製造業

卸売業、小売
業

建設業、不動
産業、物品賃

貸業
飲食サービス

医療、
福祉

サービス関連
産業Ａ

サービス関連
産業Ｂ

サービス関連
産業Ｃ

土木工事（元請工事） ◎

土木工事（下請工事） ◎

住宅建築工事・同設備工事（元請工事・新築） ◎

住宅建築工事・同設備工事（元請工事・リフォーム） ◎

住宅建築工事・同設備工事（下請工事・新築） ◎

住宅建築工事・同設備工事（下請工事・リフォーム） ◎

非住宅建築工事・同設備工事（元請工事） ◎

非住宅建築工事・同設備工事（下請工事） ◎

機械設備工事（元請工事） ◎

機械設備工事（下請工事） ◎

電気供給サービス（電気事業者向け） ◎

電気供給サービス（その他事業者向け） ◎

電気供給サービス（一般消費者向け） ◎

送配電サービス ◎

電気の小売供給の媒介・取次・代理サービス ◎

都市ガス供給サービス（ガス事業者向け） ◎

都市ガス供給サービス（その他事業者向け） ◎

都市ガス供給サービス（一般消費者向け） ◎

都市ガス供給・配給サービス ◎

都市ガスの小売供給の媒介・取次ぎ・代理サービス ◎

熱供給サービス ◎

水道供給・下水処理サービス ◎

固定音声伝送サービス ◎

固定データ伝送サービス ◎

移動音声伝送サービス ◎

移動データ伝送サービス ◎

事業者向けネットワーク・専用サービス ◎

国内電気通信事業者向け接続・共用・卸電気通信サービス ◎

国外電気通信事業者向け接続・共用・卸電気通信サービス ◎

サーバーハウジングサービス ◎

ＩＣＴ機器・設備共用サービス ◎

その他の音声・データ伝送サービス ◎

電気通信附帯サービス ◎

テレビ放送・配信サービス（視聴料収入） ◎

テレビ放送・配信サービス（広告収入） ◎

ラジオ放送・配信サービス（聴取料収入） ◎

ラジオ放送・配信サービス（広告収入） ◎

放送附帯サービス ◎

ソフトウェアの受注制作サービス（組込みソフトウェアを除く）（元請） ◎

ソフトウェアの受注制作サービス（組込みソフトウェアを除く）（下請） ◎

組込みソフトウェアの受注制作サービス（元請） ◎

組込みソフトウェアの受注制作サービス（下請） ◎

事業用パッケージソフトウェア（物理的媒体） ◎

事業用パッケージソフトウェア（配信用） ◎

家庭用ソフトウェア（ゲームソフトウェアを除く）（物理的媒体） ◎

家庭用ソフトウェア（ゲームソフトウェアを除く）（配信用） ◎

ゲームソフトウェア（物理的媒体） ◎

ゲームソフトウェア（配信用） ◎

ソフトフェアの権利譲渡 ◎

ソフトウェアの使用許諾サービス（エンドユーザー向けを除く） ◎

受注ソフトウェアに係る保守・運用サービス ◎

情報処理サービス（他に分類されるものを除く） ◎

情報提供サービス ◎

市場調査・世論調査・社会調査サービス ◎

システム等管理運営サービス ◎

ウェブ情報検索・提供サービス（広告収入） ◎

ウェブ情報検索・提供サービス（広告以外の収入） ◎

マーケットプレイス提供サービス（広告収入） ◎

マーケットプレイス提供サービス（広告以外の収入） ◎

コンテンツ配信プラットフォームサービス（ＩＣＴアプリケーション共用サービスを除く、広告収入） ◎

コンテンツ配信プラットフォームサービス（ＩＣＴアプリケーション共用サービスを除く、広告以外の収入） ◎

事業用ＩＣＴアプリケーション共用サービス ◎

家庭用ＩＣＴアプリケーション共用サービス（ゲームアプリケーションを除く） ◎

ゲームアプリケーション共用サービス ◎

その他のインターネット関連サービス ◎

映画の制作・配給サービス（受託制作を除く） ◎

映画の受託制作サービス ◎

テレビ番組の制作サービス ◎

テレビコマーシャル、その他の動画広告の制作サービス ◎

その他の映像制作サービス ◎

映像ソフト（物理的媒体） ◎

映像ソフト（配信用） ◎

映像著作物の権利譲渡 ◎

映像著作権の使用許諾サービス ◎

音楽ソフト（物理的媒体） ◎

音楽ソフト（配信用） ◎

音楽音声著作物の権利の譲渡 ◎

音楽・音声著作権、同著作隣接権の使用許諾サービス ◎

ラジオコマーシャル制作サービス ◎

ラジオ番組制作サービス ◎

その他の音声情報制作サービス ◎

紙媒体の新聞（購読料収入（紙媒体の定期購読契約に基づくもの）） ◎

紙媒体の新聞（購読料収入（定期購読契約以外のもの）） ◎

オンライン新聞（購読料収入） ◎

紙媒体の新聞（広告収入） ◎

オンライン新聞（広告収入） ◎

新聞・ニュースに係る著作権の使用許諾サービス ◎

紙媒体の雑誌（購読料収入） ◎

オンライン雑誌（購読料収入） ◎

紙媒体の雑誌（広告収入） ◎

オンライン雑誌（広告収入） ◎

紙媒体の書籍 ◎

オンライン書籍 ◎

その他の出版物（購読料収入） ◎

その他の出版物（広告収入） ◎

雑誌・その他の編集出版物に係る著作権の使用許諾サービス ◎

広告制作サービス（他に分類されるものを除く） ◎

ニュース供給サービス ◎

映像・音声・文字情報制作支援サービス ◎

⑪電気、ガス、熱供給、水道事業
の収入

△

経済センサス‐活動調査調査票種類別建設、サービス調査品目一覧

事業別売上（収入）金額 建設、サービス調査品目一覧

調査票種類別建設、サービス調査品目一覧

⑥建設事業の収入（完成工事高）

⑰情報通信事業の収入

△

別添２
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農業、林業、
漁業

鉱業、採石
業、砂利採取

業
製造業

卸売業、小売
業

建設業、不動
産業、物品賃

貸業
飲食サービス

医療、
福祉

サービス関連
産業Ａ

サービス関連
産業Ｂ

サービス関連
産業Ｃ

事業別売上（収入）金額 建設、サービス調査品目一覧

調査票種類別建設、サービス調査品目一覧

鉄道旅客運送サービス（定期券） ◎

鉄道旅客運送サービス（定期券以外） ◎

鉄道貨物運送サービス ◎

鋼索鉄道、無軌条電車、索道鉄道旅客運送サービス ◎

鉄道線路提供サービス ◎

鉄道車両提供サービス ◎

一般乗合旅客自動車運送サービス（定期券） ◎

一般乗合旅客自動車運送サービス（定期券以外） ◎

一般乗用旅客自動車運送サービス（タクシーサービス） ◎

一般乗用旅客自動車運送サービス（ハイヤーサービス） ◎

一般貸切旅客自動車運送サービス（貸切バスサービス） ◎

その他の道路旅客運送サービス ◎

引越サービス ◎

宅配便サービス（個別契約によるもの、常温） ◎

宅配便サービス（個別契約によるもの、冷蔵・冷凍） ◎

宅配便サービス（個別契約によるものを除く、常温） ◎

宅配便サービス（個別契約によるものを除く、冷蔵・冷凍） ◎

その他の道路貨物運送サービス ◎

外航旅客海運サービス ◎

外航貨物海運サービス ◎

沿海旅客海運サービス ◎

沿海貨物海運サービス ◎

内陸旅客水運サービス ◎

内陸貨物水運サービス ◎

国内事業者向け船舶貸渡サービス ◎

国外事業者向け船舶貸渡サービス ◎

国内航空旅客運送サービス ◎

国際航空旅客運送サービス ◎

国内航空貨物運送サービス ◎

国際航空貨物運送サービス ◎

航空機使用サービス ◎

倉庫サービス（冷蔵・冷凍倉庫を除く） ◎

冷蔵・冷凍倉庫サービス △ ◎

サードパーティーロジスティクスサービス ◎

港湾運送サービス ◎

貨物利用運送サービス（宅配便サービス、引越サービスを除く） ◎

運送取次・代理店サービス ◎

荷捌き・こん包サービス ◎

水運施設管理・提供サービス ◎

自動車ターミナル提供サービス ◎

有料道路提供サービス ◎

貨物荷扱固定施設提供サービス ◎

航空施設管理・提供サービス ◎

水運附帯サービス ◎

航空附帯サービス ◎

その他の運輸附帯サービス ◎

交通広告スペース提供サービス ◎

郵便サービス ◎

簡易郵便局業務受託サービス ◎

金融サービス ◎

保険サービス ◎

新築住宅販売サービス ◎

中古住宅販売サービス ◎

非住宅用建物販売サービス ◎

土地販売サービス ◎

住宅賃貸サービス（１か月以上） △ ◎ △ △ △ △ △

住宅賃貸サービス（１か月未満） △ ◎ △ △ △ △ △

非住宅用建物賃貸サービス（収納スペース賃貸サービス、会議室・ホール等賃貸サービスを除く） △ △ △ △ ◎ △ △ △ △ △

収納スペース賃貸サービス ◎ △

会議室等賃貸サービス ◎ △ △

土地賃貸サービス ◎

不動産ファイナンスリース ◎

不動産売買代理・仲介サービス ◎

不動産賃貸代理・仲介サービス ◎

サブリースサービス ◎

駐車場サービス ◎ △ △

住宅管理サービス（賃貸住宅以外） ◎ △

住宅管理サービス（賃貸住宅） ◎ △

非住宅用建物管理サービス ◎ △

土地管理サービス ◎

屋外広告スペース提供サービス △ △ △ △ ◎ △ △ △ △ △

産業機械のファイナンスリース ◎

工作機械のファイナンスリース ◎

土木・建設機械のファイナンスリース ◎

医療用機器のファイナンスリース ◎

商業用機械・設備のファイナンスリース ◎

通信機器・同関連機器のファイナンスリース ◎

サービス業用機械・設備のファイナンスリース ◎

その他の産業用機械器具のファイナンスリース ◎

電子計算機・同関連機器（ソフトウェアを含む）のファイナンスリース ◎

事務用機器のファイナンスリース ◎

自動車の事業者向けのファイナンスリース ◎

自動車の一般消費者向けのファイナンスリース ◎

スポーツ・娯楽用品のファイナンスリース ◎

福祉用具のファイナンスリース ◎

その他の物品のファイナンスリース ◎

産業機械のオペレーティングリース ◎

工作機械のオペレーティングリース ◎

土木・建設機械のオペレーティングリース ◎

医療用機器のオペレーティングリース ◎

商業用機械・設備のオペレーティングリース ◎

通信機器・同関連機器のオペレーティングリース ◎

サービス業用機械・設備のオペレーティングリース ◎

その他の産業用機械器具のオペレーティングリース ◎

電子計算機・同関連機器（ソフトウェアを含む）のファイナンスリース ◎

事務用機器のオペレーティングリース ◎

自動車の事業者向けのオペレーティングリース ◎

自動車の一般消費者向けのオペレーティングリース ◎

スポーツ・娯楽用品のオペレーティングリース ◎

福祉用具のオペレーティングリース ◎

その他の物品のオペレーティングリース ◎

産業機械のレンタル ◎

工作機械のレンタル ◎

土木・建設機械のレンタル ◎

医療用機器のレンタル ◎

商業用機械・設備のレンタル ◎

⑫運輸、郵便事業の収入

⑬金融、保険事業の収入

⑦不動産事業の収入

⑧物品賃貸事業の収入
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農業、林業、
漁業

鉱業、採石
業、砂利採取

業
製造業

卸売業、小売
業

建設業、不動
産業、物品賃

貸業
飲食サービス

医療、
福祉

サービス関連
産業Ａ

サービス関連
産業Ｂ

サービス関連
産業Ｃ

事業別売上（収入）金額 建設、サービス調査品目一覧

調査票種類別建設、サービス調査品目一覧

通信機器・同関連機器のレンタル ◎

サービス業用機械・設備のレンタル ◎

その他の産業用機械器具のレンタル ◎

電子計算機・同関連機器（ソフトウェアを含む）のレンタル ◎

事務用機器のレンタル ◎

自動車の事業者向けのレンタル ◎

自動車の一般消費者向けのレンタル ◎

スポーツ・娯楽用品のレンタル ◎

福祉用具のレンタル ◎

その他の物品のレンタル ◎

受託研究開発サービス △ △ ◎

産業財産権等の譲渡 △ △ ◎

産業財産権等（商標を除く）の使用許諾サービス △ △ ◎

科学技術研究向け試験・分析サービス ◎

科学技術コンサルティング ◎

法務・会計サービス（一般消費者向け） ◎

法務・会計サービス（事業者向け） ◎

法務・会計サービス（海外向け） ◎

デザイン制作サービス ◎

デザインの譲渡 ◎

デザインの使用許諾サービス ◎

著述・芸術作品の制作サービス ◎

著述・芸術作品の権利の譲渡 ◎

著述・芸術作品に係る著作権の使用許諾サービス ◎

事業者向けコンサルティング ◎

フランチャイズ運営サービス（関連する商標の使用許諾サービスを含む） △ △ ◎

持株会社によるグループ運営サービス ◎

持株会社の子会社等からの受取配当金収入 ◎

信用調査サービス（事業者からの依頼によるもの） ◎

信用調査サービス（一般消費者からの依頼によるもの） ◎

翻訳・通訳・通訳案内サービス ◎

不動産鑑定評価及び不動産評価関連サービス（公的土地評価） ◎

不動産鑑定評価及び不動産評価関連サービス（公的土地評価以外） ◎

不動産投資顧問サービス ◎

認証・評価サービス ◎

著作権等管理サービス ◎

知的財産権・その他の権利の取引サービス ◎

その他の専門サービス ◎

新聞広告サービス（広告主） ◎

新聞広告サービス（広告主以外） ◎

雑誌広告サービス（広告主） ◎

雑誌広告サービス（広告主以外） ◎

テレビ・ラジオ広告サービス（広告主） ◎

テレビ・ラジオ広告サービス（広告主以外） ◎

インターネット広告サービス（広告主） ◎

インターネット広告サービス（広告主以外） ◎

交通広告サービス（広告主） ◎

交通広告サービス（広告主以外） ◎

その他の広告サービス（広告主） ◎

その他の広告サービス（広告主以外） ◎

獣医サービス（産業動物向け） ◎

獣医サービス（ペット向け） ◎

建築設計及び建築設計関連サービス ◎

地図・地理情報の作成・提供サービス ◎

その他の土木・建築サービス（国内（官公庁）向け） ◎

その他の土木・建築サービス（国内（民間）向け） ◎

その他の土木・建築サービス（海外向け） ◎

機械設計サービス ◎

商品検査サービス（食品検査を除く） ◎

食料品検査サービス △ ◎

非破壊検査サービス ◎

一般計量証明サービス ◎

環境計量証明サービス ◎

その他の計量証明サービス ◎

写真撮影サービス（商業写真撮影サービスを除く） ◎

商業写真撮影サービス ◎

写真に係る権利の譲渡 ◎

写真に係る著作権の使用許諾サービス ◎

プラントエンジニアリングサービス（国内向け） ◎

プラントエンジニアリングサービス（国外向け） ◎

プラントメンテナンスサービス ◎

その他の技術サービス ◎

旅館・ホテル宿泊サービス（宿泊料金に夕食・朝食を含む） ◎

旅館・ホテル宿泊サービス（その他） ◎

その他の宿泊サービス ◎

店舗内飲食サービス（給食サービスを除く） ◎ △

持ち帰り飲食サービス ◎ △

配達飲食サービス（給食サービスを除く） ◎ △

給食サービス（学校向け） ◎ △

給食サービス（医療・福祉施設向け） ◎ △

給食サービス（その他） ◎ △

クリーニングサービス ◎

クリーニング取次ぎサービス ◎

コインランドリーサービス ◎

リネンサプライサービス（病院向け） ◎

リネンサプライサービス（その他） ◎

ダストコントロールサービス（事業者向け） ◎

ダストコントロールサービス（一般消費者向け） ◎

理容サービス ◎

美容サービス ◎

公衆浴場入浴サービス ◎

ネイルケアサービス ◎

エステティックサービス ◎

リラクゼーションサービス（手技を用いるもの） ◎

その他の洗濯・理容・美容・浴場サービス ◎

国内旅行サービス（手配サービス除く） ◎

国内旅行手配サービス ◎

海外旅行サービス（手配サービス除く） ◎

海外旅行手配サービス ◎

訪日旅行サービス ◎

旅行運送・宿泊等手配サービス（国内旅行事業者向け） ◎

旅行運送・宿泊等手配サービス（国外旅行事業者向け） ◎

火葬・納骨・墓地分譲・管理 ◎

結婚式サービス △ ◎

葬儀サービス ◎

その他の冠婚葬祭サービス ◎

⑱学術研究、専門・技術サービス

⑭宿泊事業の収入

⑨飲食サービス事業の収入

⑧物品賃貸事業の収入

⑮生活関連サービス業、娯楽事業
の収入
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農業、林業、
漁業

鉱業、採石
業、砂利採取

業
製造業

卸売業、小売
業

建設業、不動
産業、物品賃

貸業
飲食サービス

医療、
福祉

サービス関連
産業Ａ

サービス関連
産業Ｂ

サービス関連
産業Ｃ

事業別売上（収入）金額 建設、サービス調査品目一覧

調査票種類別建設、サービス調査品目一覧

動物に対する非医療・非保健サービス ◎

結婚相談・結婚式場紹介・結婚式プロデュースサービス ◎

衣服の保守・修理サービス ◎

自転車駐輪場サービス ◎

コインロッカー・一時荷物預かりサービス ◎

写真プリント・現像・焼付（ＤＰＥ）サービス ◎

金券買取販売サービス ◎

家事代行サービス ◎

ハウスクリーニングサービス ◎

その他の生活関連サービス ◎

映画上映サービス ◎

興行サービス（入場料収入） ◎

興行サービス（事業者との契約に基づく興行収入） ◎

興行サービス（その他の収入） ◎

スポーツ興行の放送権の使用許諾サービス ◎

芸能人の育成・マネジメントサービス ◎

劇場賃貸サービス △ ◎

競輪・競馬・宝くじ等（販売等収入） ◎

競輪・競馬・宝くじ等（受託販売等収入） ◎

野球場利用サービス ◎

サッカー場利用サービス ◎

ゴルフ場利用サービス ◎

フィットネスクラブ利用サービス ◎

ボウリング場利用サービス ◎

その他のスポーツ施設利用サービス ◎

遊園地・テーマパーク利用サービス ◎

公園利用サービス ◎

パチンコ・パチスロサービス ◎

ゲームセンター利用サービス ◎

カラオケボックス利用サービス ◎

インターネットカフェ利用サービス ◎

その他の娯楽施設利用サービス ◎

プレイガイドサービス ◎

その他の娯楽サービス ◎

幼稚園・幼保連携型認定こども園サービス ◎

初等・中等教育サービス及び高等教育以外の中等後教育サービス ◎

特別支援教育サービス ◎

高等教育サービス ◎

入学検定等サービス ◎

教育附帯サービス ◎

博物館・美術館サービス（指定管理料） ◎

博物館・美術館サービス（指定管理料以外） ◎

動物園・植物園・水族館サービス（指定管理料） ◎

動物園・植物園・水族館サービス（指定管理料以外） ◎

その他の社会教育サービス ◎

学習塾・予備校サービス ◎

職業技能教授サービス ◎

研修・職業訓練受託サービス ◎

資格・能力評価試験サービス（入学検定等サービスを除く） ◎

試験・検定等実施受託サービス ◎

運転・操縦教習サービス ◎

音楽・ダンス教授サービス ◎

スポーツ・健康教授サービス ◎

語学教授サービス ◎

美術・工芸等教授サービス ◎

その他の教育・学習支援サービス ◎

医療サービス（入院）（公的医療保険摘要） ◎

医療サービス（入院）（公的医療保険適用外） ◎

医療サービス（外来（歯科を除く））（公的医療保険適用） ◎

医療サービス（外来（歯科を除く））（公的医療保険適用外） ◎

医療サービス（外来（歯科））（公的医療保険適用） ◎

医療サービス（外来（歯科））（公的医療保険適用外） ◎

保健予防活動サービス ◎

助産サービス ◎

訪問看護サービス（公的医療保険適用） ◎

訪問看護サービス（公的医療保険適用外） ◎

療術サービス（公的医療保険適用） ◎

療術サービス（公的医療保険適用外） ◎

医療附帯サービス ◎

保健衛生サービス ◎

社会保険事業サービス ◎

保育サービス ◎

その他の児童福祉サービス ◎

介護サービス（公的介護保険適用） ◎

介護サービス（公的介護保険適用外） ◎

その他の社会福祉サービス ◎

廃棄物処理サービス（一般廃棄物処理） ◎

廃棄物処理サービス（一般廃棄物処理以外） ◎

ロードサービス ◎

自動車整備サービス（事業者向け） ◎

自動車整備サービス（一般消費者向け） ◎

産業機械の保守・修理サービス ◎

工作機械の保守・修理サービス ◎

土木・建設機械の保守・修理サービス ◎

医療用機器の保守・修理サービス ◎

商業用機械・設備の保守・修理サービス ◎

通信機器・同関連機器の保守・修理サービス ◎

サービス業用機械・設備の保守・修理サービス ◎

その他の産業用機械器具の保守・修理サービス ◎

電子計算機・同関連機器の保守・修理サービス ◎

事務用機器の保守・修理サービス ◎

スポーツ・娯楽用品の保守・修理サービス ◎

その他の物品の保守・修理サービス ◎

職業紹介サービス ◎

労働者派遣サービス ◎

速記・筆耕・複写サービス ◎

ビルメンテナンスサービス △ ◎

その他の建物維持管理サービス △ ◎

機械警備サービス ◎

常駐警備サービス ◎

警備輸送サービス ◎

イベント企画・運営等サービス ◎

コールセンターサービス ◎

販促物配布サービス ◎

ポイントカードシステム運営サービス ◎

その他の事業者向けサービス ◎

各種団体・組合における賦課金・会費収入 △ △ △ △ △ △ △ △ △ ◎

集会場賃貸サービス △ △ ◎

その他のサービス ◎

商標（フランチャイズに関連するものを除く）・商品化権の使用許諾サービス △ △

ネーミングライツ付与・スポンサーシップサービス △

寄付金、補助金、運営費交付金等 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

⑩医療、福祉事業の収入

⑯教育、学習支援事業の収入

⑮生活関連サービス業、娯楽事業
の収入

⑲上記以外のサービス事業の収入

△ △ △
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